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持続可能な土地開発の方法： 

東京都稲城市への適用 

 

藤平 和俊（環境学研究所） 

 

要旨 

東京都稲城市では、近年、宅地など建設地の拡大が急速に進みました。その過程で土地

開発と自然保護をめぐる問題も発生しました。一方で、増加を続けてきた人口もピークを

迎えつつあり、高齢化の進行とともに歩いて暮らせる街づくりも求められます。さらに、

気候変動の進行による自然災害リスク増大に備えることも必要です。これら多様な開発関

連問題群に対応するために、当・環境学研究所では『持続可能な土地開発の方法』をつく

りました。その骨子は、「生物多様性への貢献」「自然災害リスク」「地形の傾斜度」という

重要な土地属性に基づいて、対象地域を開発に適・不適なエリアに分けるものです。本研

究では、この方法を稲城市に適用して、その土地開発の在り方を多角的・総合的に分析し

ました。まず、稲城市内の「生物多様性への貢献の大きいエリア」「自然災害リスクの高い

エリア」「急傾斜エリア」を限定し、地理情報システム（GIS）を用いてそれぞれ地図上に

表示します。その上で、これらを総合して開発に適・不適なエリアを検討します。最後に、

この結果を現在の土地開発・利用状況と比較することで、現状の問題点と今後のあるべき

方向性を考察します。 
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１．はじめに―稲城の開発史から 

稲城村が成立してから 120 年余り、市政が施行されてからでも半世紀余りが経過しまし

た。稲城の開発史を概観するとき（図 1）、とくに重要なのは 2 つの鉄道路線の開通です。

1927年には南武線が開通して、市・北東部の開発を促すようになりました。一方、1970 年

代には京王相模原線が開通して、沿線の宅地開発が急速に進みました。まず、多摩ニュー

タウン区域の向陽台・長峰・若葉台地区で建設が先行します。さらに、稲城駅・京王よみう

りランド駅に近い丘陵地でも、両駅から都心への利便性ゆえに開発圧力が高まりました。

この南山東部地域の開発計画に対しては、自然保護の観点から強い反対の動きが起こりま

した。同・開発事業は 2009 年に着工しましたが、開発と自然保護をめぐる議論はその後も

続いています。 

1889 年 稲城村の成立  人口 3,750 人 

1927 年 南武線開通  矢野口・稲城長沼・南多摩駅が開業 

1957 年 東京都南多摩郡稲城町となる 

1971 年 市制施行  東京都稲城市となる  京王よみうりランド駅が開業 

1974 年 京王相模原線が多摩センターまで開通  稲城・若葉台駅が開業 

1985 年 人口が 5 万人を突破 

1988 年 向陽台の街開き 

2007 年 南多摩尾根幹線がつながる 

2009 年 南山東部地域開発事業の着工 

2013 年 南武線の高架化が完了 

2018 年 人口が９万人を突破 

図 1  稲城の土地開発に関わる概略史 

稲城市の人口は、急速な宅地開発とともに増加して、2018年には9万人を突破しました。

しかし、この人口増加も、土地開発が曲がり角を迎えつつある今日、ピークに近づきつつ

あります。その後は、続く少子高齢化を背景に人口も減少に向かうと予測されています [1]。 

社会情勢の変化という点では、人口高齢化とともに、気候変動の進行も重要な問題です。

温室効果気体の排出量を削減する努力は世界中で進められていますが、さらなる気温上昇

は避けられない状況です。そのため、洪水や土砂崩れなどの気象災害の増加・深刻化も予

測されています。 

今日の土地開発では、自然保護とともに、高齢化や気候変動などの課題に対応している

ことが必要です。これら多様な社会的課題に包括的に応えるために、当・環境学研究所は、

『持続可能な土地開発の方法』を創出しました。その骨子は、「生物多様性」「自然災害リ

スク」「地形の傾斜度」という重要な土地属性を用いて、対象地域を開発に適・不適なエリ
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アに分けるものです【補注 1】。 

本稿では、まずこの『持続可能な土地開発の方法』について概観した上で、この方法を

稲城市に適用した結果を提示します。そのうえで、稲城市の土地開発における問題点を明

らかにし、今後のあるべき方向性を展望します。 

 

２．持続可能な土地開発の方法 

開発に不適な土地の開発が、環境破壊・生物多様性の喪失・気候変動・自然災害リスク

増大などの問題を引き起こしてきました。これら多様な問題を回避して持続可能な土地開

発を実現するには、予め、開発に適・不適なエリアを分けておくことが有用です。そこで、

開発の是非にかかわる重要な土地属性に注目して、地域や自治体を開発制限区域と開発許

容区域に分ける方法を提示しました。 

開発の是非を判断するうえで重要な土地属性には、(1) 生物多様性への貢献、 (2) 自然

災害リスク、(3) 地形の傾斜度、があります（図 2）。「生物多様性」は、自然保護や環境保

全を目指すときのキーワードです [2]。「自然災害リスク」は、自然災害危険エリアを避け

るという要求に呼応します。「地形の傾斜度」は、環境保全、インフラ整備の困難さやコス

ト、人の移動性、さらには景観とかかわります。 

 

図 2 開発に適・不適なエリアを分けるための基本戦略 

 

図 2 に示す戦略に基づいて、地域や自治体を開発制限区域と許容区域に分けます。「開発

制限区域」とは、植生除去や建設を含む土地開発を禁止すべきエリアのことです。開発制

限区域は、「生物多様性への貢献度の高いエリア」「自然災害リスクの高いエリア」「急傾斜
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エリア」の和集合、すなわち結合体になります。一方、「開発許容区域」は、「生物多様性へ

の貢献度の低いエリア」「自然災害リスクの低いエリア」「傾斜の緩やかまたは平坦なエリ

ア」の共通エリア、すなわち重複部分となります。 

 

2.１ 生物多様性への貢献 

地域を基盤とした保全の努力は、生物多様性の危機に対処するための基本戦略です [3, 

4]。生物多様性を保全する取り組みは、温室効果気体の排出を抑えて気候変動の緩和にも

つながります。また、生物多様性や生態系を基盤とする解決策は、気候変動による脅威か

ら人々を守ることにも貢献します [2, 5, 6]。 

図 3 は、生物多様性保全を目指す地域ベースの取組みと目標を簡潔にまとめたものです。

生物多様性への貢献の大きいエリアは、「生物多様性にとって重要と認定される地域」と「保

全地域」に分けられます（図 3 左）[7]。今日、これらのエリアがカバーする範囲は着実に

増加していますが、さらなる拡大も必要です（図 3 右）[3, 4]。 

図 3 今日の地域ベースの生物多様性保全の取組みとカバー範囲の目標 

 

2.1.1 生物多様性にとって重要な地域 

生物多様性にとって重要な地域として世界的に最も認知されているのが、国際自然保護

連合（IUCN）が主導する Key Biodiversity Areas（KBAs)です。KBAs は、陸上・淡水・海
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洋生態系において、地球規模の生物多様性の持続性に著しく貢献するエリアとして、国ご

とに選定されます [8]。 

日本では、現在、鳥類・哺乳類・爬虫類・両生類・魚類・トンボ類から100種以上の対象

種が選定され、これらが生息する232カ所がKBAsとして選ばれています。KBAsの選定基準

の基礎は、国際NGOのバードライフ・インターナショナルが1980年代から取り組んできた

「重要野鳥生息地（Important Bird and Biodiversity Areas, IBAs）」です。日本では、「日本

野鳥の会」がIBAsを選定しています。このIBAsに鳥類以外の分類群も含めて発展したのが

KBAsです。そのため、国内のIBAsはすべてKBAsに含まれています [9, 10]。 

2.1.2 保全地域（保護地域・OECMs） 

保全地域の中で中心的な役割を果たすのが、国立公園をはじめとする「保護地域

（Protected areas）」です [11]。近年は、保護地域に加えて、「その他の効果的な地域ベース

の保全手段（Other effective area-based conservation measures, OECMs）」も重視されています

[12]。OECMs は、保護地域以外で生物多様性保全に資する地域のことです。2022年末に合

意された国連の生物多様性条約では、「地球上の陸域・海域の 30%以上を、2030 年までに

保護地域または OECMs でカバーする」ことが目標として掲げられています [13]。 

 

2.２ 自然災害リスク 

2.2.1 自然のハザードと災害リスク 

自然災害リスクは、自然のハザードおよびハザードへの暴露や脆弱性との関係によって

決まります（図 4）。自然のハザードは、気候ハザード（洪水・干ばつなど）と地殻ハザー

ド（地震・火山噴火など）に分けられます [14-16]。なお、図 4 の左側に示すように、今

日、「気候変動の影響」が気候ハザードの強度を増大させています。 

図 4 自然災害リスクに影響する要因 
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図 4 の右側に示すように、自然災害リスクを削減する戦略には、「ハザードへの暴露の削

減」と「ハザードに対する脆弱性の削減」があります。このうち「暴露の削減」は、とくに

土地利用を検討する際に極めて重要です。理論上、もし自然ハザードの影響範囲内に人間

や人間活動が存在しなければ災害は発生しません。よって、人間活動を危険エリアの外側

に配置することは災害リスク削減につながります。一方、「脆弱性の削減」戦略は、構造物

による方法と啓発・訓練・教育による方法に分けられます。構造物による方法には、ダム、

河川堤防、防潮堤、耐震構造、避難用シェルターが含まれます [17]。 

なお、自然災害リスクの高いエリアに進出することは、一般的に構造物の必要性を増加

させます。たとえば、津波襲来リスクの高い地域での街づくりは、しばしば高い防潮堤を

必要とします。反対に、災害リスクの高いエリアを避けることは、構造物の建設・保守の

負担を減らすことにつながります。 

2.2.2 気候ハザード 

気候ハザードは、ある地域が極端気象下にあるときに起こります。たとえば、図 5 の中

央に示すように、乾燥状態や熱波は干ばつや野火につながります [18]。また、豪雨や熱帯

低気圧は洪水や土砂崩れを発生させます。降水量の多い日本では、洪水や土砂崩れによる

被害が頻発しています（図 6）。 

今日、人為的な気候変動の影響で、気候ハザードの頻度や強度が増加しています [18]（図

5 左）。気候変動に関する政府間パネル（IPCC）によれば、1950 年代以降、熱波・干ばつ・

豪雨・熱帯低気圧の強度は増大しており、継続する地球温暖化は、今後さらに気候ハザー

ドを激化させます [18]。海面上昇も加速しています。海面上昇の影響と、熱帯低気圧によ

る風雨の強大化傾向が相まって、沿岸部の洪水リスクはさらに増大します [19]。 

 

図 5 主な気候ハザードによる災害リスクと危険エリアの回避 
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図 6 洪水および土砂崩れによる被害の例 

図 5 の右側に示すように、土地利用の検討に際しては、災害リスクを減らすために、気

候ハザードへの暴露の削減が不可欠です。たとえば、洪水の危険エリアを避けることは、

洪水被害の削減に貢献します。 

2.2.3 地殻ハザード 

図 7 に示すように、主な地殻ハザードに地震と火山噴火があります。津波は、水面下の

地震や火山噴火によって発生します。 

地殻ハザードへの暴露を削減するには、土地利用に際して、地盤振動・津波襲来・火山

噴出物による危険性の高いエリアを避けることが肝要です（図 7 右）。たとえば津波であれ

ば、将来の危険性を予測して、襲来リスクの高い沿岸低地を避けることが有効です。 

図 7 主な地殻ハザードによる災害リスクと危険エリアの回避 

2.３ 地形の傾斜度 

2.3.1 傾斜地開発が引き起こす問題群 

「地形の傾斜度」は、開発に際して非常に重要な土地属性です。土地の開発から利用ま

での全段階（図 8）で問題の発生に影響します。一般的に、地形の傾斜度が大きくなるにつ

れて、問題は顕在化・深刻化しやすくなります。 

大雨による土砂崩れで、甚大な被害を受けた
広島市の市街地（2014 年 8 月）©山村武彦 

2019 年 10 月、台風 19 号による大雨洪水で被害
を受けた千曲川沿いの住宅地 © Kyodo/Reuters 
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図 8 土地の開発から利用までの一般的な流れ 

傾斜地を開発することで発生する問題群は、(1) 植生除去の悪影響、(2) 整地・造成・建

設の負担増大、(3) 移動の困難性、(4) 景観への影響、の４つに分類できます。 

(1) 植生除去の悪影響 

傾斜地上の植生を除去すると、土砂流出、地滑り、流出水の増加などにつながります [20-

22]。開発地の傾斜度が大きくなるにつれて、これらの問題も発生しやすくなります。図 9

左に示したのは、傾斜地にある森林を開発して太陽光発電所を建設した事例です。集中豪

雨の際に地滑りを起こして崩落事故が発生しました。 

図 9 傾斜地の開発例：太陽光発電所（左）と宅地用地（右） 

図 10 急傾斜地に建設されたインフラの例：鉄道駅（左）と道路（右） 

急傾斜地に建設された鉄道の駅。巨大な擁壁が
軌道と駅舎を支える。京王よみうりランド駅。 

急傾斜地に建設された道路の例。折れ曲がる
道路の延長は長く、建設のコストと環境負荷
は大きくなる。日光いろは坂。 

兵庫県内の傾斜地を開発して建設された太陽
光発電所。2018 年 7 月の西日本豪雨で崩落事
故を起こした。©日経 BP 

急傾斜地における切土と盛土による宅地造成
の例。稲城南山東部土地区画整理事業（2024
年 1 月撮影）。 
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(2) 整地・造成・建設の負担増大 

傾斜が大きくなるにつれて、整地や建設工事の困難さや負担が増大します。平坦な土地

を確保するためには、切土や盛土による造成が必要になります（図 9 右）。擁壁の必要性や

規模も大きくなります（図 10 左、図 11）。また、急傾斜地における道路建設では、適切な

道路勾配を確保しようとすると、より広範囲の土地や工事面積を必要とします（図 10 右）。

下水処理や給水設備は、とりわけ困難度が増します [20]。いずれの場合も、工事に伴う費

用も環境負荷も増大するわけです。 

図 11 急傾斜地に建設された住宅団地（稲城市百村） 

 

(3) 移動の困難性 

移動の困難性は、開発した傾斜地を利用する段階でしばしば発生する問題です。傾斜度

が大きくなるにつれて、バリアフリーやユニバーサルデザインを取り入れることは難しく

なります。急傾斜地を開発したエリアでは、急勾配の道路や長い階段が生じやすくなりま

す（図 11）。このような開発地では、とりわけ高齢者や身体が不自由な人々に移動の困難

さをもたらします。 

なお、近年の日本では、傾斜地居住者の高齢化に伴って、移動の困難性が顕在化してき

ています。たとえば、かつて大都市郊外の丘陵地に開発された多くの住宅団地では、急傾

斜の道や長い階段が高齢者の身体的・社会的活動を制限するようになっています [23]。 

 

(4) 景観への影響 

一般的に、土地の傾斜度が大きくなるにつれて、開発による景観への影響は大きくなり

ます。丘陵の斜面や山腹は遠方からも目に入りやすく、そのため重要な景観要素となって

いることが多くあります。よって、そのような急傾斜地を十分な配慮なしに開発すると、

しばしば自然的景観の深刻な破壊につながるわけです。 

 

以上をまとめると、傾斜度の大きいエリアの開発は、工事に伴う環境負荷と費用が大き

く、人々が移動しにくい街をつくり出します。さらに景観的にもマイナスに作用すること

が多いわけです。 
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2.3.2 傾斜度と問題との関係 

急傾斜地の開発に伴う問題を予防・回避するためには、開発を制限するための判断基準

を定める必要があります。しかし、「急傾斜地 (steep slopes)」の一般的な定義はありませ

ん [22]。一方で、世界、とくに北米では、傾斜度 15％以上を急傾斜地としている自治体が

多くあります [20, 21, 24]。これらの例を参考にして、傾斜地を (1) 緩やか (0-10%)、 (2) 

中間的 (10-15%)、 (3) 急 (15-20%)、(4) 非常に急 (20% +)、の 4つに分類しました（図

12 左）。なお、図 12 右に傾斜地の例を示します。傾斜度 10%の場合、たとえば水平距離が

100mであれば垂直の高さは 10mになります。 

図 12  傾斜地の分類(a)と傾斜地の例(b) 

 

一般的に傾斜度 15％を超える急傾斜地では、上記の問題群は深刻化しやすくなります。

たとえば、勾配 15％以上では、植生除去による土砂流出は起こりやすく、整地・造成・建

設のコストも急増します [25]。また、住宅地開発と移動性に関する研究によれば、宅地開

発用の土地の傾斜は最大でも 20％としています [26]。なお、歩行者の移動性を考慮する場

合の最大傾斜度は 10％としています。10％という数値は、ベビーカーや路面電車の利用に

も適合するものとして、ますます重要性を増してきています [26]。以上をまとめると、傾

斜度 15％を超える土地では開発制限が必要であり、歩行者の移動性に配慮する場合は、傾

斜度 10％から開発を制限すべきといえます。 

なお、図 12 には参考までに傾斜度 30度のラインも赤い破線で加えています。この 30 度

は、日本において「がけ崩れ（急傾斜地の崩壊）による災害の防止」の観点から急傾斜地の

指定となる角度です。1969 年に施行された「急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法

律」の中で規定されています [27]。ちなみに、傾斜度 30 度は、単位をパーセントにする

と 57.7％に相当し、その険しさは図 12 からも明白です。 

このように、日本では急傾斜地について具体的に言及しているのは、土砂災害防止の観

点から高度成長期に定められた 30度だけです。これが、日本全国で急傾斜地の開発を許容

してきた背景にあります。今後、「高齢化・人口減少時代」に相応しい「良好な街づくり」

につながるような新たな指針値が設定されることが期待されます。 
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2.4 総合：開発制限区域の限定 

ここまで「生物多様性への貢献度の高いエリア」「自然災害リスクの高いエリア」「急傾

斜エリア」の範囲を限定する方法をみてきました。そこで、対象となる地域または自治体

について、これら３種類の空間データを揃えて地理情報システム（GIS）に取り込みます。

「生物多様性への貢献度の高いエリア」については、「重要な地域」と「保全地域」に分け

て表示します。「自然災害リスクの高いエリア」に関しては、自然のハザードの種類別に地

図レイヤーを作成します。さらに、「急傾斜エリア」を限定するために、傾斜度に応じて色

分けした傾斜区分図を作成します。  

必要な地図レイヤーを準備した後、これらを重ね合わせて地理情報を統合します。この

場合、各地図レイアーに表示された当該エリアの和集合、すなわち結合体が開発制限区域

に相当します。 

 

３．東京都稲城市への適用 

本章では、『持続可能な土地開発の方法』を東京都稲城市に適用した結果を示します。ま

ず、「生物多様性への貢献度の高いエリア」「自然災害リスクの高いエリア」「急傾斜エリア」

のそれぞれについて、稲城市内の該当エリアを限定します。その上で、これら３種類の空

間情報を総合して、土地開発に適・不適なエリアについて分析しました。 

なお、分析に際して使用した GIS ソフトウェアは QGIS です。QGIS は、近年、無料の

GIS ソフトウェアとして世界的に利用が進んでいます。ちなみに、本分析で使用したバー

ジョンは、長期安定版のQGIS 3.28 です。 

 

3.1 生物多様性への貢献 

図 3 に示したように、生物多様性への貢献度の高いエリアは「生物多様性にとって重要

な地域」と「保全地域」に分けられます。稲城市内で両者に該当するエリアを図 13 と図 14

に表示しました。 

3.1.1 生物多様性にとって重要な地域 

生物多様性にとって重要な地域として認定される Key Biodiversity Areas (KBAs)ですが、

稲城市内にも該当地域があります [9]。市の北部、多摩川および多摩川南側エリアです。図

13 で「黄緑色」に着色されている範囲です。 

なお、多摩川南側エリアについては、図 13 と図 14 の比較から明らかなように、十分に

保全されていません。その一方で、同エリアは、稲城市の自然環境拠点の１つとされる「大

丸用水一帯」とほぼ重なります [28]。すなわち、多摩川南側エリアは、稲城市の生物多様

性保全戦略でも重要地域として認識されているわけです。 
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図 13 生物多様性への貢献度の高いエリア (1) Key Biodiversity Area (KBA) 

 

3.1.2 保全地域 

稲城市内で「保全地域」に相当するエリアを、(1) 稲城市 自然環境保全地域、(2) 稲城

市管理の自然的公園および緑地、(3) 連光寺・若葉台里山保全地域、(4) 河川（多摩川・三

沢川）、(5) その他（多摩サービス補助施設・民間ゴルフ場）、の 5種類に分けて選定しまし

た。選定に際しては、『生物多様性いなぎ戦略』や『稲城市 都市計画図』などを参照しま

した。保全地域に相当するエリアは、図 14 では「緑色」で表示しています。(1)から(5)の

区分については、枠線の色の違いで区別しています。 

 

(1) 稲城市 自然環境保全地域 

 「稲城市 自然環境保全地域」は、『稲城市における自然環境の保護と緑の回復に関する

条例』に基づいて指定された保全地域です [29]。2023年 5月現在、下記の 17か所、合計

で約 147,300 m2が指定されています。以下、それぞれの名称と面積を指定順に列記します。 

・穴澤天神社（4,320.00㎡) 

・大麻止乃豆乃天神社・円照寺（7,713.00㎡) 

・杉山神社・戦没者慰霊碑（3,006.00㎡) 

生物多様性への貢献度の高いエリア (1) KBA 
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図 14 生物多様性への貢献度の高いエリア (2) 保全地域 

 

・坂浜天満神社・一村共有地（4,276.29㎡) 

・妙見寺（28,504.31㎡) 

・普門庵（6,215.00㎡) 

・よみうりランド北側緑地（21,343.40㎡) 

・上谷戸大橋東側緑地（3,419.95㎡) 

・保健センター西側緑地（1,602.00㎡) 

・平尾谷戸通り南側緑地（2,772.00㎡) 

・ひらお苑北側緑地（2,914.00㎡) 

・弁天洞窟南側緑地（2,228.00㎡) 

・天神山東緑地（7,306.79㎡) 

・六間台南側緑地（3,926.00㎡) 

・妙見寺西側緑地（21,491.00㎡) 

・薄葉谷戸川清田緑地（3,784.00㎡) 

・篭谷周辺緑地（20,505.00㎡) 

 

 

生物多様性への貢献度の高いエリア (2) 保全地域 

円照寺 

 天神山東緑地 

 図 15 稲城市 自然環境保全地域 
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(2) 稲城市管理の自然的公園および緑地 

稲城市管理の自然的公園および緑地として下記の場所を選定しました。選定方法として

は、まず『稲城市 都市計画図』などを参照して、稲城市で管理している公園や緑地を確認

しました。計画中のエリアも含んでいます。その上で、都市計画図で公園となっていても、

自然公園的でないものは除外しています。 

・稲城北緑地 

・大丸用水緑地 

・多摩川緑地 

・城山公園 

・三沢川親水公園 

・稲城中央公園 

・南山土地区画整理事業地内の緑地 

・若葉台公園 

・坂浜上谷戸緑地（上谷戸親水公園を含む） 

・清水谷戸緑地（計画） 

・小田良谷戸公園（「稲城ふれあいの森 特別緑地保全地区」を含む） 

・上平尾地区計画内の緑地 

・平尾入定塚緑地 

図 16 稲城市管理の自然的公園および緑地 

稲城中央公園 

城山公園 大丸用水緑地 

 

小田良谷戸公園 
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(3) 連光寺・若葉台里山保全地域 

 連光寺・若葉台里山保全地域は、『東京の自然の保護と回復に関する条例』に基づいて指

定されたエリアです。多摩市連光寺六丁目と稲城市若葉台四丁目にまたがる 49,294 m2 が

指定されています。丘陵地の谷戸にあり、湿地・畑・草地・雑木林など多様な要素で構成さ

れています [30]。 

図 17 連光寺・若葉台里山保全地域 

 

(4) 河川（多摩川・三沢川） 

 多摩川は、『緑の環』を形成する重要な区域とされています [31]。また、多摩川と三沢川

は、稲城市の自然環境拠点として位置づけられています [28]。 

・多摩川：河川管理者は国土交通省。幅広の水流や連続的な草地のある広域的な環境軸。 

・三沢川：河川管理者は東京都。多摩川につながる水域環境として重要。 

図 18 河川：多摩川（左）と三沢川（右） 

 

(5) その他（多摩サービス補助施設・ゴルフ場） 

 稲城市内には、公共的管理地以外でも「保全地域」に相当するエリアがあります。代表

的なのが、「多摩サービス補助施設」および「ゴルフ場」です。両者は、『生物多様性いなぎ

戦略』でも稲城市の自然環境拠点と認められています [28] 。 
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・多摩サービス補助施設：多摩市と稲城市にまたがって所在する在日米軍施設。約 80年に

わたって人の手の入っていない大規模樹林地。 

・ゴルフ場（多摩カントリークラブ・よみうりゴルフ倶楽部・東京よみうりカントリーク

ラブ）：人の干渉が少ない樹林と草地で構成される。 

図 19 多摩サービス補助施設・ゴルフ場 

 

3.2 自然災害リスク 

3.2.1 稲城市の自然災害リスク 

前章の第 2 節に記したように、自然災害リスクは、地震・火山噴火・津波のような「地

殻ハザード」由来と、洪水や地滑りのような「気候ハザード」由来に分けられます。このう

ち「地殻ハザード」由来については、稲城市では火山噴火や津波の影響が想定されていな

いことから、地震による地盤振動が想定すべきリスクとなります。しかし、市内では地盤

振動リスクや液状化リスクが特別に高いエリアは想定されていません [32, 33]。また、地

盤振動リスクに対しては建設物の耐震性能強化が普及してきています。そのため、地殻ハ

ザード由来の自然災害リスクの高いエリアを特に想定しないこととします。よって、稲城

市内の自然災害リスクの高いエリアについては、「気候ハザード」由来のみを検討対象とし

ます。なお、上記の方針は、『いなぎ防災マップ』で示されている見解と一致しています [34]。 

 

3.2.2 水害・土砂災害危険地域 

稲城市の場合、気候ハザード由来の危険エリアは「水害危険地域」と「土砂災害危険地

域」に分けられます。図 20 と図 21 には、最新データに基づく両者の危険エリアをそれぞ

れ表示しています。 

 

(1) 水害危険地域 

図 20 には、水害危険地域として、「多摩川洪水浸水想定区域」と「三沢川流域・鶴見川

流域浸水想定区域」をまとめて示しています。使用した GIS データは、「東京都 洪水浸水

想定区域（国土数値情報）」最新版（令和 3年）です [35]。 

多摩カントリークラブ 多摩サービス補助施設 

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%A4%9A%E6%91%A9%E5%B8%82
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%A8%B2%E5%9F%8E%E5%B8%82
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%9C%A8%E6%97%A5%E7%B1%B3%E8%BB%8D
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図 20 自然災害リスクの高いエリア (1) 水害 

想定される浸水深と目安については、「0～0.5m：床下浸水」「0.5～3.0m：床上から 1 階

天井浸水」「3.0～5.0m：1 階天井から 2階天井浸水」「5.0m以上：2階天井以上浸水」の 4

段階に色分けしています。 

図 20 を見ると、稲城市内では 0.5m以下の床下浸水が想定されるエリアが広いことがわ

かります。一方で、生命の危険が高まる 3ｍ以上の浸水想定エリアも一部にはあります。 

 

(2) 土砂災害危険地域 

稲城市で発生が想定される土砂災害の種類としては、「がけ崩れ（急傾斜地の崩壊）」と

「土石流」があります [34]。さらに、「がけ崩れ」と「土石流」のそれぞれについて、「土

砂災害特別警戒区域」と「土砂災害警戒区域」が設定されています。図 22 に、がけ崩れと

土石流の警戒区域と特別警戒区域の指定範囲をイラストで示します。 

図 21 に、稲城市における「土砂災害危険地域」を、その種類と警戒区分別に色分けして

示しました。使用した GIS データは、「東京都 土砂災害警戒区域（国土数値情報）」最新版

（令和４年）です [36]。この図を見ると、がけ崩れと土石流の危険地域が丘陵地のとくに

辺縁部に点在していることがわかります。 

 

自然災害リスクの高いエリア (1) 水害 
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図 21 自然災害リスクの高いエリア (2) 土砂災害 

図 22 急傾斜地の崩壊（がけ崩れ）と土石流 

 

  

自然災害リスクの高いエリア (2) 土砂災害 

急傾斜地の崩壊（がけ崩れ） 土石流 
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3.3 地形の傾斜度 

稲城市を傾斜度に応じて色分けした傾斜区分図を作成しました（図 23）。色分けの方法

は、2.3.2 節の図 12 に示した「傾斜地の分類」と同様、（1）緩やか（0-10%）、（2）中間的

（10-15%）、 （3）急（15-20%）、（4）非常に急（20% +）、の 4 段階です。なお、傾斜区分

図の作成に際しては、国土地理院の「数値標高モデル(DEM)」を用いました [37]。また、

メッシュ間隔については５メートルを採用しました。 

図 23 稲城市の地形傾斜度の区分図 

図 23 を見ると、稲城市では北西部および南部で急傾斜地エリアが広がっているのがわか

ります。その中には、「非常に急」に分類される傾斜度 20%以上のエリアも多く含まれてい

ます。 

 

3.4 総合―開発に適・不適なエリア 

図 24 に示すのは、「生物多様性」「自然災害リスク」「地形の傾斜度」という３方向から

の検討の総合です。具体的には、5枚の地図レイヤー（図 13・14・20・21・23）を重ね合

わせて作成しました。ただし、水害危険エリアのうち「浸水深さ 0.5m未満＝床下浸水レベ

ル」のエリアについては、比較的低リスクのため着色せずに除外しています。また、傾斜

度 10%未満のエリアも無着色としています。 
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第 2章に示した「持続可能な土地開発の方法」に従えば、図 24 上で着色されているエリ

アが「開発制限区域」に相当します。なお、２つ以上の色で着色されている領域は「より開

発を避けるべきエリア」となります。また、「地形の傾斜度」や「自然災害リスク」では、

濃く着色されているエリアほど「より開発を避けるべきエリア」となります。一方、無着

色のエリアは「開発許容区域」に相当します。 

 
図 24 稲城市の土地開発についての総合的検討 

 

4．再考―稲城の土地開発 

第 3章では、「持続可能な土地開発の方法」を東京都稲城市に適用することで、開発に適・

不適なエリアを示しました。一方で、稲城市はもうすでに土地開発が進んだ自治体です。

よって、開発に適・不適なエリアの区分と稲城市の土地開発の現状とを比較することで、

現状の問題点を指摘できます。さらに、これらの問題点を踏まえた上で、今後の稲城市の

あるべき土地開発・利用について展望します。 

4.1 現状の問題点 

前章で示した６枚の地図レイヤー（図 13・14・20・21・23・24）には、現在の土地開

発・利用状況を示した「ベースマップ」をモノクロで表示しています。「生物多様性への貢

献度の高いエリア」「自然災害リスクの高いエリア」「急傾斜地エリア」をこのベースマッ
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プと比較すると、稲城市の土地開発が抱える問題点が浮かび上がってきます。主な問題と

しては、(1) 急傾斜地の開発、（2）水害危険地域の開発、（3）KBA 認定エリアの開発、の 3

点を指摘できます。 

4.1.1 急傾斜地の開発 

図 23 を見ると、市の西部から南部にかけて、急傾斜地を開発してしまったエリアがかな

り広いことがわかります。その最大の要因は、1970 年代に京王相模原線が開通して、京王

よみうりランド駅・稲城駅・若葉台駅が置かれたことです。都心への利便性が良いことか

ら、宅地開発の圧力が急速に高まりました。その結果、第 2 章第 3 節で記述したような、

急傾斜地の開発に伴う問題が散見されます。 

 図 25 に示すのは、稲城駅から京王よみうりランド駅間の南側に広がる「南山東部地域」

の例です。造成中は大量の土砂を移動させているのがわかります。造成・開発が完了した

エリアでは、高いコンクリート擁壁が各所にあり、威圧感のある景観となっています。急

勾配の道路や長い階段が多く、歩いて暮らすのに適した街とは言えません。将来的に高齢

化が進んだときに、移動の困難さを感じる人が増えることも懸念されます。 

 

図 25 急傾斜地の開発例（南山東部地域） 

 

4.1.2 水害危険地域の開発 

多摩川南側地域および三沢川下流域に水害

危険地域が広がっています。これらの地域は平

坦でもともと利用しやすいエリアです。1927

年に南武線が開通して、矢野口・稲城長沼・南

多摩の 3 駅が置かれたこともあり、以前から

土地開発・利用が進んでいます。水害リスクの

程度としては、大半が 3ｍ以下の浸水想定であ

るものの、一部には生命の危険が高まる 3ｍ以

上の浸水が想定されるエリアもあります。 

宅地造成の状況（右奥に見えるのが南山小学校） 宅地造成・住宅建設完了後の状況 

図 26 浸水リスクの表示（弁天通り） 
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4.1.3 KBA 認定地域・大丸用水一帯の開発 

 稲城市内の KBA 認定地域のうち、多摩川以外のエリアはほとんど保全されていません

（図 13・24）。このエリアは、稲城市の自然環境拠点の１つとされる「大丸用水一帯」と

ほぼ重なります。さらに、浸水リスクもかなり高いエリアです。よって、この多摩川の南

側エリアは、開発せずに保全することが好ましかった地域と言えます。 

 

4.2 今後の方向性 

 稲城市の今後の土地開発・利用については、上記のような問題の防止・克服が必要です。

そのためには、(1) 緑地の維持・拡大、(2) 保全地域の拡大、が重要になります。 

 

4.2.1 緑地の維持・拡大 

前節で指摘したような問題を防ぐには、まず、図 24 において着色されたエリアにおい

て、緑地を維持・拡大していくことが重要です。ここで「緑地」とは、樹林地だけでなく、

草地、田畑や果樹園のような生産緑地、遊水地・遊水池も含みます。たとえば、急傾斜地に

広がる未開発の南山エリアについては、既存の樹林地をそのまま残すべきです。また、水

害リスクの大きいエリアにある果樹園や田畑は、建設地にせずに、生産緑地の状態を維持

することが好ましいと言えます。 

さらに、図 24 で濃く着色されているエリア内では、現状は建設地であっても将来的に緑

地に転換していくことも考慮されるべきです。今後、稲城市の人口は安定から減少へと向

かうと予測されています [1]。人口減少下であれば、問題をはらむ建設地を緑地に転換し

ていく方策も進めやすくなります。 

 
図 27 大丸用水一帯にある生産緑地 

4.2.2 保全地域の拡大 

市内の保全地域のエリア（図 14・図 24 参照）を広げていくことも重要です。まだ保全

地域となっていない「緑地」を自然環境保全地域や自然的公園などとして管理していくわ

けです。とくに急傾斜地・災害ハイリスクエリア・KBAエリア内の緑地を優先的に保全地

域にしていくことが求められます。これによって、緑地を安定的に維持・管理していくこ

とが期待できます。 
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【補注】 

[1] 『持続可能な土地開発の方法』については、研究著作 Sustainable Land Development: 

Biodiversity, Natural Disasters, and Topographic Gradient（査読有り）で論述しています。  

[英文原著] Fujihira K. Sustainable Land Development: Biodiversity, Natural Disasters, and 

Topographic Gradient. IntechOpen. 2023. (DOI: 10.5772/intechopen.110235) 
https://www.intechopen.com/chapters/86262 

[日本語訳] 藤平和俊. 持続可能な土地開発：生物多様性・自然災害・地形の傾斜度. 環境

学研究所. 2023. https://www.kankyogaku.com/docs/sustainable-land-development-japanese.pdf 
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